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研究成果の概要（和文）：本研究では、風力発電施設導入に伴う環境紛争の回避に資する戦略的環境アセスメントの方
法論を提案することを目的とし、国内外の制度や事例を対象に調査・分析し、立地選定に有用な以下の知見を得た；(1
)紛争発生要因の分析として、国内の紛争発生状況とその要因の解明、(2)社会影響の発生状況の分析として、騒音及び
シャドウフリッカーの影響に対する住民認知と不快認知状況の地理的分布状況の把握とその要因の解明、(3)市民参加
手続と立地難易度の分析として、参加の質が事業結果に及ぼす影響の解明、(4)風力発電の環境アセス効率化の分析と
して、米国簡易アセスメント及びドイツ洋上ゾーニング制度の方法論について明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to clarify the methodologies of strategic environmental 
assessment for sound implementation of wind energies. Followings were derived through the survey both on 
impact assessment system and case studies in Japan and overseas. (1) Actual situation of conflict 
occurrence and their major factors. (2) Local residents’ perception and annoyance of noise and shadow 
flicker impacts. (3) Relation between the quality of the public participation and the project outcome. 
(4) Methodologies of the concise type assessment in the United States and offshore zoning system in 
Germany as streamlining EIA.

研究分野： 環境影響評価
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国の環境アセスメント（以下、アセス）

は法施行から 10 年以上が経過し、改正法案
が 2011 年に成立した。その中で風力発電施
設が対象事業に加えられることとなった。 
これは環境に優しいクリーンエネルギー

として導入が進められてきた一方、近年は施
設設置による環境紛争の顕在化が指摘され
てきたことによる。施設立地に伴う環境紛争
の解決には、透明性高い意思形成プロセスに
より事業を進めていくこと、すなわち合理的
かつ民主的な立地選定の仕組みを構築する
必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、風力発電施設導入に伴う環境

紛争の回避に資する戦略的環境アセスメン
トの方法論を提案することを目的とした。具
体的には、事業計画の変更が比較的容易な立
地選定段階に着目し、複数案検討と市民参加
の方法論を解明する。このため、国内の事例
調査から、これまで条例等で実施されてきた
風力発電を対象とする環境アセスの問題点
と限界を整理し、この分野で世界をリードす
る先進諸外国を対象に、制度的特徴を整理し
た上で、その運用実態を実地調査から明らか
にするとともに、わが国への適用可能性を考
察することとした。 

ただし、国内外の事例を調査していく中で、
立地選定段階での複数案検討、ならびにその
プロセスにおける参加手続を設けることは、
わが国の現状とは大きくかい離することが
わかった。例えば、米国の土地管理局の場合
は、政府が管理する公共用地で複数案が検討
されており、私有地で事業提案されているわ
が国とは状況が大きく異なる。 
このため、風力発電施設導入における紛争

回避に資する戦略的環境アセスメントの方
法論を検討するという本研究課題の基本的
なスタンスは維持しつつ、具体の分析として
以下 4 つの項目を再設定した上で、研究を遂
行することとした。 

 
(1) 紛争発生要因の分析：国内における紛争

発生状況とその要因の解明 
(2) 社会影響の発生状況の分析：騒音等の住

民認知と不快認知状況とその要因の解明 
(3) 市民参加手続と立地難易度の分析：参加

の質が事業結果に及ぼす影響の解明 
(4) 風力発電の環境アセス効率化の分析：米

国簡易アセスメント、ドイツ洋上ゾーニ
ング制度の方法論の解明 

 
(1)は戦略アセスにおける立地選定段階で

の適地抽出における基礎的情報を提供する
ものである。(2)は(1)で扱った紛争発生要因の
うち、社会影響関連の項目に着目し、立地選
定段階で有用となる知見を実証研究に基づ
いて明らかにした。(3)は紛争回避に資する市
民参加方法論を明らかにするとともに、事業

アセスにおける対応の限界に関する知見を
得た。これらの結論を踏まえて、(4)では諸外
国で取り組まれている紛争回避の方法論と
して、簡易アセスや、意思決定のより上位段
階の戦略アセスであるゾーニング制度の仕
組みを取り上げた。 

 
３．研究の方法 

上記(1)～(4)の項目を明らかにするため、そ
れぞれ以下の方法を用いた。 
 

(1) 全国紙 3 紙と地方一般紙 46 紙の新聞記
事検索から全国の紛争発生状況を把握、2
項ロジスティック回帰分析による紛争発
生要因の解明 

(2) 国内の 5 事例（茨城県神栖市・鹿嶋市、
兵庫県南あわじ市、静岡県御前崎市・牧
之原市）を対象に施設周辺住民にインタ
ビュー調査（計 225 世帯から聴き取り） 

(3) 条例アセスが適用された 8 事例を対象に
利害関係者（行政、反対団体、事業者な
ど計 18 団体 26 人）にインタビュー調査
し、参加手続や紛争発生過程を分析 

(4) 米国エネルギー省や環境保護局などを対
象に戦略／簡易アセスについて、ドイツ
の開運水路庁等へ洋上ゾーニング制度に
ついて、それぞれインタビュー調査。 

 
４．研究成果 
(1) 紛争発生要因の分析：国内における紛争

発生状況とその要因の解明 
2012 年 4 月までに運転開始している総出

力 7,500kW以上の風力発電事業を対象にし、
紛争発生に関するデータを全国紙と地方紙
の新聞記事から入手した結果、全109事業中、
59 事業で紛争が発生していたこと、そのうち
30 が中止／凍結、16 が紛争中、13 事業が紛
争後に運開したことを確認した。 

主な争点は、野鳥衝突 35 件、騒音 28 件、
自然環境保全 20 件、景観 19 件、災害 17 件
などであった。野鳥については、イヌワシ、
クマタカなどの稀少猛禽類を争点とするも
のが大半を占めた。 
 これらのデータを 2項ロジスティック回帰
分析により要因分析したところ、以下の知見
を得た（表 1）。第一に、配置・構造的な要素
については、風車の単機出力と風車基数が統
計的に有意な紛争発生要因であることがわ
かった。一般的に騒音の影響要因とされる建
物からの距離には有意な関連が認められず、
低周波音が社会問題化した 2009 年以降にお
いては、紛争発生確率が距離に依存せず、ほ
ぼ一定であることが明らかとなった。 

第二に、稀少動植物の生息分布については、
イヌワシ、クマタカ、オジロワシ等の生息分
布への立地が有意な紛争発生要因であり、環
境省が公開している 2次メッシュデータが紛
争回避に有用であることを確認した一方で、
サシバ、ハチクマ、ノスリの渡り経路のデー
タは情報精度の点で必ずしも十分な信頼性



があるとはいえないことを指摘した。 
第三に、社会的側面では、過去の紛争経験

やメディア報道等が紛争発生要因になりう
ることを確認し、立地の時期や場所について
留意すべきことを指摘した。 
 これらの成果は、主に論文⑤で詳細を報告
している。 
 

表 1．紛争発生の要因分析 

 
(2) 社会影響の発生状況の分析：騒音等の住

民認知と不快認知状況とその要因の解明 
陸上風力の適地の一つとして全国で建設

が増えている沿岸域（平地および丘陵地）に
立地する風力発電施設を対象に，全国規模の
アンケート調査を実施し、地形や居住地等の
立地特性や苦情発生状況を把握した。その上
で対象事例を選定し、周辺住民へのインタビ
ュー調査から，騒音とシャドウフリッカー認
知・不快認知の発生状況及びその要因を分析
した。 
茨城県神栖市・鹿嶋市（事例地 A）、兵庫

県南あわじ市（事例地 B）、静岡県御前崎市・
牧之原市（事例地 C）に立地する施設周辺の
約 1km 圏内に居住する世帯を対象に戸別訪
問調査し、225 世帯から回答を得た。 

その結果，平地・丘陵部ともに風車と住居
との間の距離は発生要因としては限定的で
あること（事例地 A・B）、丘陵部では風車が
どう見えるかという視覚的な要素が有力な
要因であることがわかった（事例地 B）。 

特に沿岸域では、施設から同じ距離でも施
設北側に位置する居住エリアで影響発生が
顕著であり、これはシャドウフリッカーによ
る影響が大きく寄与していることが示唆さ
れた（事例地 A・B；図 1）。 

騒音とシャドウフリッカーを同時に認知
している世帯は不快認知も高い傾向があり、
シャドウフリッカーの影響を緩和すること
の重要性を指摘した（事例地 A・B）。 

また、ドイツ等で採用されている風車羽の
直径の 10 倍の距離の範囲内で影響が発生す
るとの基準が概ね当てはまることを確認し
たものの、一部でその基準を超える範囲でシ
ャドウフリッカーの影響が発生しているこ
とが明らかとなった。シャドウフリッカーは
一定の時期・時間帯に発生することから、運
転調整による一時的な稼働停止など順応的

管理による対応で紛争解決されていたこと
を確認した（事例地 C）。 

このため、運開後の事後調査やそれらの情
報に基づく関係者間でのリスクコミュニケ
ーションの重要性が示唆された。 

これらの成果は、主に論文④、⑨などで詳
細を報告している。 
 

図 1．騒音の影響認知と不快認知の分布 
 
(3) 市民参加手続と立地難易度の分析：参加

の質が事業結果に及ぼす影響の解明 
市民参加手続と紛争回避の関係性を分析

するため全国の環境アセスメント条例の対
象となった三重県、兵庫県、岐阜県等の 8 事
業（福島県内の 3 事業は震災の影響を踏まえ
て除外）を対象にステークホルダーに聴き取
り調査した。 
市民参加と紛争回避の関係性を分析する

にあたっては、「参加手続の質」と「立地困
難度」の概念を規定し分析した。すなわち、
前者は、周知（開始時期、網羅性）、情報提
供（アクセス、情報の質）、対話（学習協力、
発言機会）、意見反映（応答性、計画修正）
の 4 点、後者は、法令による土地利用規制に
基づく項目（自然公園法、鳥獣保護法、森林
法等）、非規制的な項目（イヌワシ等メッシ
ュ、直近住居までの距離等）の 2 点をそれぞ
れ設定し評価した。 
その結果、主に以下の知見を得た（図 2）。

第一に、環境紛争の解決可能性は、事業段階
における風車の配置・単機出力・機種等の計
画修正に至る一連の市民参加プロセスと関
連性がみられ、参加プロセスの質が紛争回避
に寄与することが示唆された。 
第二に、施設の立地場所等の要因で規定さ

れる事業固有の難易度には境界（しきい値）
が存在し、境界を超える難易度の場合、事業
段階で如何なる（質の高い）参加プロセスを
経たとしても紛争解決が困難となる。つまり
事業段階における対応には限界があり、より
上位段階での戦略アセス、例えば土地利用ゾ
ーニング等の必要性を指摘した。 

第三に、立地困難度が境界を超えている事
業とそうでない事業の比較から、「自然公園
法（条例）の特別地域および隣接地」「イヌ
ワシ 10 km 生息メッシュ」への立地回避の
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認知かつ不快感なし

不快感あり

風車

(offshore)
騒音

近隣住民の認知状況と
不快感の地理的分布
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必要性を導出した。 
これらの成果は、主に論文⑥で詳細を報告

している。 
 

図 2． 市民参加の質と立地困難度が事業成 
否に及ぼす影響 

 
(4) 風力発電の環境アセス効率化の分析：米

国簡易アセスメント、ドイツ洋上ゾーニ
ング制度の方法論の解明 

 風力発電の導入にあたり、紛争回避に資す
る効率的な環境アセスの方法論を取り入れ
ている、米国ならびにドイツを対象に海外調
査を実施した。 
まず米国調査では、時間と費用の観点から

効率的な方法で社会的受容性を向上するア
セスの方法論として簡易アセスメント制度
に着目し、エネルギー省や環境保護局などの
連邦政府を対象にした聴き取り調査から、代
替案検討や市民参加などの具体手続の制度
枠組みや運用実態を明らかにした。 
 簡易アセス（EA）と通常のアセス（EIS）
を比較分析した結果、EA が短期でコストも
低く抑えられていることを確認し、その理由
を以下の通り解明した（表 2）。 

第一に調査・予測・評価の方法では、評価
項目の選定範囲について、EA と EIS で大き
な差はなかった。違いがあった点は調査方法
で、EIS は各評価項目で現地調査を実施して
いるのに対し、EA では大気質や地質など既
存資料のデータを用いるなどにより現地調
査を省略しているケースが確認された。 

第二に代替案検討では、EIS は代替案の比
較検討がなされているのに対して、EA では
制度で義務づけられている No Action との比
較について簡単な記載があるだけで、準備書
段階での本格的な代替案検討が省略されて
いた。代替案は米国アセスの核心とされるだ
けに、この点は大きな違いである。 

市民参加は、EA では会議ベースの参加機
会は義務づけられていないにもかかわらず、
実際には公聴会や説明会を設けている事例
が半数以上を占めた。パブリックコメントの
実施期間も制度規定の 14 日に加えて、30 日
間延長している事例が確認された。 
 すなわち、市民参加手続に関しては、EIS
の方がより EA より手厚い制度規定がなされ
ているものの、実態としては大きな違いがな
く、EIS に近い丁寧なプロセスで進められて
いることを明らかにした。 
 終年度には、近年、風力発電施設の適地
としてわが国でも建設計画が増加している
洋上風力の戦略的環境アセスメントの方法
論に着目し、紛争回避策としての有効性が期
待される、ドイツにおけるゾーニング制度に
関する海外調査を実施した。 
ゾーニング策定を所管する連邦開運水路

庁などにインタビュー調査し（写真 1）、ゾー
ニング策定の方法論や課題について知見を
得た。ドイツでは海岸線から 12 海里以遠の
排他的経済水域（EEZ）を対象に連邦政府が
空間計画を策定し適地を選定している。 
適地選定にあたっては、航路、軍事、調査

研究などを目的とするエリアを除外するな
どして適地が抽出されており、ここ数年は同
制度実施に伴い、洋上風力の導入量が大幅に
増えてきたことが示された。 
ゾーニング制度については、わが国でも

2016 年度から環境省を中心に検討が進めら
れており、今後、諸外国の先進的取り組みに
より詳細な調査や分析が必要となること、ま
たこれらの方法を含めたアセスメント効率
化の方法論の検討が急務であることが今後
の研究課題として確認された。 
  これらの成果は、主に論文⑦、⑧などで詳
細を報告している。 

写真 1．ドイツ・連邦開運水路庁への
聴き取り（Hamburg, 2016.3）

表 2．簡易アセス（EA）と通常アセス（EIS）の手続期間と費用の比

プログラム／立地選定
段階EIS（11件）

事業段階EIS
（68件）

全EIS
（79件）

費用
（1,000 $）

3〜1,230
110 (60)

56～17,300
4,840 (2,200)

320～85,000
6,020 (1,350)

56～85,000
5,800 (1,390)

1.9%　(4.3%)

期間
 （月）

1.2～97
13 (9)

21～101
45 (41)

10～84
30 (26)

10～101
33 (29)

39.4% (31.0%)

     注）数値は
最小値～最大値
平均値 (中央値)

　をそれぞれ意味する。NEPA Lessons Learned vol.76, 2013を元に作成。

EIS
EA

（344件）

平均値（中央値）の比

=EA／全EIS * 100
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